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　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹
　弱体化した野党の再編、民主党の存在感が見えないのは残念
　1強6弱と言われる今の日本の政治ではあるが、最近少し野党側に、変化が出てきているようだ。みんなの党は渡辺代表の「個人商店」と言われてきたが、8億円の借り入れ問題が露呈し、代表の座の辞任に追い込まれ、後任には浅尾慶一郎幹事長が決まった。浅尾氏とは参議院時代に10年近く一緒に民主党の中で議会活動を共にしたが、政策に明るく人柄もよく、何よりも帰国子女なのでネイティブな英語で会話ができるほどの英語力もあり、将来性を感じさせる若手議員の一人であった。今後、どのような党運営を進めていけるのか、スケールの大きな政治を目指して頑張って欲しいものだ。
　さらに、みんなの党から分かれて出来た「結の党」が、維新の党と合流していく方向のようだ。ただ、維新の党の政策と結の党とでは憲法観や原発政策など、大きく隔たっており、果たして合流できるのかどうか、出来たとしたら野合以外の何物でもないのだろう。維新の橋下代表は、合流した暁には代表を辞任する方針を示しており、政界の再編成に向けて台風の目になりきれなくなったのだろうか。それでも、この二つの政党が合流すれば、野党第一党は衆議院では民主党ではなくなるわけで、民主党の存在感が今以上に弱くなっていく気配である。
　民主党の財産、100億円の備蓄「埋蔵金」をシンクタンクや党学校など、人材育成の結集に使うべきではないか
海江田代表は、当初短期リリーフ役を任じていたのだが、どうやら次の任期まで続けたいと思い始めたような気配である。続けるのはよいとしても、民主党をどうしたら政党としての存在感を高めていけるのか、維新やみんなの党などの体たらくを見ていれば、やっぱり政権政党の経験のある民主党にもう一度やらせてみたいと思わせるような改革が求められよう。その点で、岡田幹事長時代に政党助成金の備蓄が100億円以上あると言われており、政策をブラッシュアップするシンクタンクや、人材育成のできる民主党学校などを作りながら、政治家の候補者発掘だけでなく優れた専門家集団を含む多くの有能な人材を結集していくこと等、是非とも腰を据えたしっかりとしたガバナンス体制を作り上げて欲しいものだ。
株式市場の低迷が続いており、日本経済は先行き不透明か
経済のバロメーターと言われている東証の株価の動向が、今年に入って一向にさえない。アベノミクスへの期待はずれなのか、それともＥＵやアメリカ経済の回復によるドルやユーロの回復なのか、株価は円安への移行とともに上がり始めたものの、昨年12月30日大納会で付けた日経平均16,291円がピークで、先週末の4月11日には前日よりも340円も下落し13,960円と14,000円台を切ってしまっている。株価の上昇には更なる円安が必要と見て、日銀の追加金融緩和を期待する市場関係者が多くいたようなのだが、4月8日の黒田日銀総裁の記者会見発言は、それらの期待を裏切ったようで、市場は冴えない状態が続いている。
公的年金基金120兆円に目を付けた安倍政権、危険なリスク資産への投資を見逃すことはできない
　そうした中で、約120兆円もの公的年金基金を管理しているGPIF(年金積立金管理運用独立行政法人)の動きに注意をする必要がありそうだ。本来はこのGPIFなる組織の管轄は厚生労働省なのだが、厚生労働省に任せておいたのでは何も変えられないと見た官邸は、昨年から伊藤隆敏東大教授を座長とする「公的・準公的資金の運用・リスク管理などの高度化に関する有識者会議」を設置し、昨年11月には国内債券を中心としてポートフォリオの見直しを求める報告書を取りまとめている。伊藤座長は、記者会見の中で「脱デフレの中で、債券中心の運用は危険だ。被保険者のためにならない」と強調したようだが、では国内株式の運用は、危険性が少ないのだろうか。元本の保証という限りにおいては、株式の方がリスクは大きいわけで、あまり理屈になっていないように思われる。要は、株式市場が冴えなくなったので、もっと株価を上昇させたい、そのためにはGPIFの資金を株式市場へ投入すればよいではないか、ということなのだろう。かつて、1990年代に郵貯資金を使って株価維持政策を取ったことがあったが、その二番煎じでしかない。その時も、外人投資家筋のカモにされたことを忘れてはなるまい。
　GPIFの案用委員全員を総入れ替えし、市場リスクへ年金基金を晒すのか、とんでもない話ではないか
　何と、政府は昨年12月に閣議決定した「独立行政法人改革に関する基本的な方針」にも運用改革の時限爆弾が埋め込まれ、これまで運用委員全員が非常勤だったものを、複数の常勤委員を配置したり、運用専門家を確保するために職員数や給与水準の弾力化、任期制・年俸制などが盛り込まれたのだ。要するに、GPIFだけは例外として「予算制約」を解くから運用の専門家を集めろ、という指示が下りたのだ。その証拠として、田村厚労大臣の指示でGPIFの中期計画を書き換え、運用改革のための事務所移転や運用専門家の費用はこの削減対象外へと変更している。今10人の運用委員の内、3月末に4人の任期が来たのに再任は補充人事はまだ出ていないし、一人が7月までだが残りすべては4月21日までで任期が切れる。恐らく、官邸としては4月下旬までに官邸の意向に沿った委員が任命される可能性が高く、事実上の総入れ替えすらやられるのではないかと想定されている。
　この動きは、かつて一世を風靡したもののリーマンショックで手痛い被害を受けたと言われるソブリン・ウエルス・ファンドを日本でも作ろうとする試みだと見ていいだろう。かつて自民党のある金融担当大臣経験者から、「日本でもソブリン・ウエルス・ファンドを創る議員連盟を作らないか」と呼びかけられたことを思い出している。作らなくてよかった、とどうして思わないのだろうか。懲りない面々である。
　日本人の大切な公的年金の積立金、アメリカでは非市場性国債だけで運用されていることを知るべきだ
　果たして、国内株や海外への資金シフトが、長期的にも円安、株高を演出できるのかどうか、不確実だが、GPIFの運用成績の向上につながるかどうかも相場次第ではある。ただ、GPIFの持つ120兆円もの巨額の基金は世界最大のものであり、クジラが小さな池の中で暴れまわるような事態は避けなければならない。かつての、郵便貯金の指定単の復活を狙っているとすれば、PKOの再来であり、外国人投資家を中心にしたヘッジファンドが鵜の目鷹の目で事態の推移を注目しているに違いない。日本人の大切な公的年金の積立金を元本が保証されない証券市場で運用することの危険性に警鐘乱打したい。
　リスク商品への投資で損害が出た時、誰が責任を取れるのか
3月22日付の日本経済新聞電子版には、フェルドシュタインハーバード大学教授 が日本の公的年金基金の運用 を改革することで「運用利回りを2~3%引き上げることが可能」と述べているのだが、肝腎のアメリカでは全額国債で運用されていることに対してどうなっているのかと聞けば、フェルドシュタイン教授は「 米国の社会保障基金は財政上の区分勘定のようなもので、実際に資産の運用に携わっているGPIFとは性格が異なる」と述べている。つまり、リスク商品ではなく、政府が完全に利回りを含めて保証しているのだ。公的年金をどうして元本保証のないリスク商品や為替リスクやカントリーリスクのある海外金融商品に投資するのか、この人たちはいざ世界的な金融危機になった時、本当に責任を取れるのか 、しっかりと国会で追及しなければならない。
最近の株式市場、高速度取引が個人投資家を締め出しているのでは、インサイダー取引の疑いすら問題視され始めている
　もう一つ、株式市場の問題で言えば、超高速度度取引という問題が大きく取り上げられ始めている。その問題は、何よりも不公平ではないかという点である。というのも、今の市場は、超高速度取引のソフトウエアとハードウエアを持つプロと、スマホを唯一の武器にして挑む個人投資家の情報格差が広がるばかりで、政府の発表する情報をいち早くキャッチし、ミリ秒(1/1000秒)単位とか、マイクロ秒(1/10,000秒)単位と言った超高速取引できるハードとアルゴリズム取引のできるソフトを持った者との競争なのだ。とても、このようなプロ集団には個人が太刀打ちできなくなっており、最近の株式市場では個人投資家の買い余力を弱めさせている一つの原因だと指摘され始めている。
はたして、3月31日現在での株式所有者の確定は、本当にできるのかどうか、真の所有者が確定できたとしても、このような株主は株主総会への出席など何の興味も持たないに違いない。超高速度取引に対して、どのような方針で臨むべきなのか、株式市場の健全な発展にとって実に大きな問題を提起しているように思えてならない。
　現に、アメリカにおいては、このようなプロ集団とアマの「情報格差」を利用する行為がインサイダー取引に抵触する可能性も指摘され、FRB、SEC、更にはニューヨーク州検察当局も調査に乗り出しているようだ。
株式市場は資本市場として機能しているのか、自社株買いは問題
　もっとも、最近の株式市場で起きている出来事との一つに、自社株購入という株価上昇策が頻繁にとられていることである。株式市場が、市場からの資金調達の手段たり得ているのかどうか、しっかりと検証してみる必要がありそうである。ストックオプションが広まった今日、自らストックオプションを持った経営者が、借金をしてまで自社株購入をすることは利益相反になるわけで、事実上会社法の背任行為ではないのか、と思ってしまう。金融市場の民主化に向けて、何らかの手当てが必要になりつつあるように思えてならない。
 弘中淳一郎弁護士の新著『無罪請負人』(角川0neテーマ21新書) はなかなか面白い                         
 最後に、つい10日に発売された最新の著書の紹介をしたい。著者は弁護士の世界だけでなく、司法界の中でも困難な刑事事件で無罪判決を勝ち取ることで有名な弘中淳一郎氏であり、著書名はズバリ『無罪請負人』で、出版社は角川ONEテーマ21新書版である。ここには、弘中弁護士が今の司法が如何に問題を抱えているのか、とりわけ冤罪を生み出す仕組みが如何に構造的なものになっているのか、具体的な事件を通じて分かりやすく、説得力ある論調が繰り広げられている。実際に戦ったものでなければ書けないものとなっており、ぜひとも一読をお勧めしたい。著者弘中弁護士は、小生と同じ広島の修道高校を卒業した同窓生で、学年は一つ下である。冒頭出てくるサッカー部の先輩Q君は、私と同級生で、Q君からは良く冤罪であることだけでなく、今日の検察の不当性について厳しい批判を聞いたことがあり、弘中弁護士のこの書の中にも序章でその点が詳しく書かれている。
　鈴木宗男バッシングとは何だったのか、私の鈴木批判も振り返ってみるべき時だろうか
ただ、小生にとっては鈴木宗男事件が国策捜査であり、冤罪の一つとして取り上げられていることについては、ややほろ苦い思いとなってしまう。今振り返ってみるとき、鈴木宗男氏に対するバッシングとは何だったのか、自分が加えた鈴木批判は、その流れに沿ったものではないとは確信しつつも、この本を読み終えたとき、なかなか複雑な心境にならざるを得ない自分がいることを明らかにしておきたい。やがて、しっかりとした総括が必要になるのかもしれない。
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